
議案第 60 号 

 

生駒市立保育所条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 上記の議案を提出する。 

 

  平成２０年６月１２日 

                       生駒市長 山 下  真   

 

生駒市立保育所条例の一部を改正する条例 

生駒市立保育所条例（昭和３０年３月生駒市条例第８号）の一部を次のように

改正する。 

別表を次のように改める。 



別表（第４条関係） 

保育料表 

各月初日の入所児童の属する世帯の階層区分 保育料(月額) 

階層

区分 
定     義 

３歳未満児の

場合 
３歳児の場合 

４歳以上児の

場合 

Ａ 
生活保護法(昭和２５年法律第１４４号)による

被保護世帯(単給世帯を含む｡) 

円

0 

円 

0  

円

0 

Ｂ 
市町村民税非課

税世帯 

3,800 

(1,900)

2,300  

(1,150) 

2,300 

(1,150)

Ｃ 

Ａ階層及びＤ１階層からＤ６

階層までを除き、前年度分

の市町村民税の課税の区分

が次の区分に該当する世帯 
市町村民税課税

世帯 

9,000 

(4,500)

6,800  

(3,400) 

6,800 

(3,400)

Ｄ１ 15,000円未満
15,000 

(7,500)

13,500  

(6,750) 

13,500 

(6,750)

Ｄ２ 
15,000円以上

40,000円未満

21,000 

(10,500)

18,900  

(9,450) 

18,900 

(9,450)

Ｄ３ 
40,000円以上

60,000円未満

31,100 

(15,550)

25,400  

(12,700) 

21,000 

(10,500)

Ｄ４ 
60,000円以上

103,000円未満

33,300 

(16,650)

27,200  

(13,600) 

22,500 

(11,250)

Ｄ５ 
103,000円以上

413,000円未満

45,700 

(22,850)

27,200  

(13,600) 

22,500 

(11,250)

Ｄ６ 

Ａ階層を除き、前年分の所

得税課税世帯であって、そ

の所得税の額の区分が次の

区分に該当する世帯 

413,000円以上
61,600 

(30,800)

27,900  

(13,950) 

23,100 

(11,550)

備考 

１ この表の「３歳未満児」とは、法第２４条第１項本文の規定による保育が開始された

日の属する月の初日において３歳に達していない児童をいい、その児童がその年度の途

中で３歳に達した場合においても、その年度中に限り３歳未満児とみなす。 

２ この表の「３歳児」とは、法第２４条第１項本文の規定による保育が開始された日の

属する月の初日において４歳に達していない児童で３歳未満児でないものをいい、その

児童がその年度の途中で４歳に達した場合においても、その年度中に限り３歳児とみな

す。 

３ Ｂ階層からＤ６階層までの世帯であって、同一世帯から２人以上の児童が保育所、学校

教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する幼稚園（以下「幼稚園」という｡)

又は就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１

８年法律第７７号）第６条第２項に規定する認定こども園（以下「認定こども園」とい

う｡)に入所している場合において、次表の第１欄に掲げる児童が保育所に入所している

ときは、同表の第２欄に掲げる額をその児童の保育料の額とする。 

 



第 １ 欄 第 ２ 欄 

ア 保育所、幼稚園又は認定こども園に

入所している児童のうち、年長者（該

当する児童が２人以上の場合は、その

うち１人とする｡) 

保育料表に定める額（同表に定める括弧

内の額以外の額をいう。以下同じ｡) 

イ 保育所、幼稚園又は認定こども園に

入所しているアに規定する児童以外の

児童のうち、年長者（該当する児童が

２人以上の場合は、そのうち１人とす

る｡) 

保育料表に定める括弧内の額 

ウ ア及びイに規定する児童以外の児童 
保育料表に定める額に０．１を乗じて得

た額 

 

４ 児童の属する世帯の階層が、Ｂ階層と認定された世帯であっても、次に掲げる世帯で

ある場合には、当該階層の保育料の額を０円とする。 

(1) 母子世帯等 母子及び寡婦福祉法（昭和３９年法律第１２９号）第１７条の配偶者

のない者で現に児童を扶養しているものの世帯 

(2) 在宅障害児（者）のいる世帯 次に掲げる児（者）を有する世帯 

ア 身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号）に規定する身体障害者手帳の交

付を受けた者 

イ 奈良県から療育手帳の交付を受けた者 

ウ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）に規

定する精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた者 

エ 特別児童扶養手当の支給対象児又は国民年金の障害基礎年金等の受給者 

(3) その他の世帯 保護者の申請により生活保護法に規定する要保護者等特に困窮して

いると市長が認める世帯 

 

附 則 

この条例は、平成２０年９月１日から施行する。 


